






































































































































































































































































































































































































































ら、1698年に権利章典（Bill of Rights 1689）に「国王大権のよる課税禁
止（no taxation by Royal Prerogative）」が盛られ、発布された。この権利
章典に「租税法律主義（no taxation without legislation）の原則」がうた
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われて以来、「税法はすべて議会制定法上の創造物である（Revenue law 
is entirely a creature of Parliamentary statute）」であるとされてきた〔See, 
Nicola Preston, “The Interpretation of Taxing Statutes: The English Perspective,” 7 Akron 




よる生命や自由の剥奪と同じである（the property deprivation imposed by 
tax law is analogous to the deprivation of life or liberty imposed by criminal 
law）との考え方がある。さらに、課税権の行使は、必要悪であるがため
に、納税は、明確かつ不確定ではない文言で義務化されなければならな
い（Taxation is a necessary evil; thus, the obligation to pay tax have to be 
mandated in clear and unequivocal language）とし、課税要件明確主義を
宣言してきた〔See, William B. Barker, “Statutory Interpretation, Comparative Law, and 






（purposive interpretation）はゆるされない（no equity in tax）とされる〔See, 





















べきである（tax laws are to be construed against the state and in favor of 
the taxpayer）」とする考え方は、今日でも主流である〔See, Norman J. Singer, 
















があるとされる〔See, Michael Livingston, “Congress, the Courts, and the 










税取扱を支持する司法判断が増えている傾向について詳しくは、See, Adam Chodorow 
“Economic Analysis in Judicial Decision Making: An Assessment Based on Judge Posnerʼs 





















































































































































































































































宗教の国教化禁止（establishment of official religion）」の視点からは肯定
的にとらえ難いとする支配的な見解もある〔See, Samuel J. Rascoff, “Establishing 




























れる。〔See, Amos N. Guiora, “Religious Extremism: A Fundamental Danger,” 50 S. Tex 
L. Rev. 734 （2009） ; Gregory P. Proseus, “Reconciling Religious Free Exercise and National 
Security: Triumph of the Ultimate Compelling Governmental Interest,” 18 Wm. & Mary of 



























































































































































































































　③  以上のような前提の下、「収益事業」に該当するか否かは、ａ） 一般事業者の
行う事業との類似性の有無・程度、ｂ） 非課税事業との関係、ｃ） 提供される
サービス・物品の性質・態様等の諸般の事情を、国民の社会・文化的意識を
基礎とする社会通念に照らして判断すべきである。
　④  このような観点から、人の葬祭、針供養や人形供養の際に依頼者から受ける金
銭は、明確な料金設定がされていないことが多いことから、喜捨にあたり、
「収益事業」に該当しないから課税されないが、ペット葬祭その他の事業は上
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記の基準に照らせば「収益事業」に該当する行為であるから課税されるべきも
のである。
　⑤  したがって、Ｘが実施しているペット葬祭のうち、「読経」「火葬」は「収益事
業」の内の「請負業」に、ペットの遺骨を供養のため保管する行為は「倉庫業」
に、塔婆・プレート・骨壷・位牌・石版及び墓石の販売は「物品販売業」に、
ペットの死体の引取及び墓地管理を「請負業」に、それぞれ該当する。
（３）Ｙの主張に対するＸの反論要旨
　この点について、Ｘは、①宗教法人や僧侶の行うペット葬祭は、非課税とされる
人の葬祭と同様の宗教的意義を有し対価性を欠く、②非課税とされる針供養や人形
供養との比較からも、ペット葬祭を収益事業として取り扱うことは許されない、③
もともと、宗教法人等が本来の公益事業として行ってきた行為であっても、一般事
業者がビジネスチャンスと見て参入した場合に課税対象となるのは不当である、④
墳墓地の貸付業の非課税を定めた法人税法基本通達15－１－18や、神前結婚式等の
場合の収益事業の判定に係る法人税法基本通達15－１－72に照らせば、法は、収益
事業の判定に当たって、「一般事業者が同一ないし類似の事業をしているか」や「競
合関係に立つか」などを考慮することなく、本来の宗教活動の一部と認められるか
否かを唯一の判断基準としていると解される。
３　裁判所の判断
（１）第１審の判断および控訴審の判断要旨（双方はほぼ同旨・棄却）
　①法人税法等が公益法人等に対して種々の優遇措置を講じているのは、必ずし
も、それら全部が、本来は国家が行うべきほどに公共性、公益性の高い活動を担っ
ており、国家としてもかかる団体を積極的に支援、育成すべきと考えられたからで
はなく、少なくとも、人間社会において潤滑油に例えるべき一定の有用性を持った
非営利活動を行うとされていることに着目し、国家としても、その限りにおいて税
制上の便宜を提供しようとするものと解するのが相当である（このことは、宗教法
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人においても例外ではない。）。
　②法人税法は、およそ公益法人等であれば、どのような活動によって得た収益で
あろうと課税しないとする立場に立脚するものではなく、これらの法人等も納税義
務者とした上で、本来の非営利活動については課税対象から外すこととするが、一
般事業者が利益の獲得を目的として行っている事業と同じ類型の（収益）事業から
生じた収益に対しては、これらに税制上の便宜を提供すべき根拠がなく、また課税
の公平性の確保の観点から、低率ではあるものの、課税対象としていると解される
（この意味で、一般事業者との競争条件の平等化を意味するイコール・フィティン
グ【原文ママ】論が現行課税制度の根拠の一つとなっていることは否定できない。）。
　③法人税法２条13号〔定義〕、法人税法施行令５条１項〔収益事業の範囲〕各号
の定める収益事業の概念は、憲法30条の定める租税法律主義の観点から、他の国法
と整合する意味内容が与えられるべきことは当然であるものの、他方で、当該団体
やその活動が高い公益性、公共性を有していることを理由に、制限的に解釈しなけ
ればならないものではない。
　④法人税法施行令５条１項〔収益事業の範囲〕の示す特掲事業は、一方がある給
付行為を行うのに対し、その対価として財貨を移転することを約することによって
成立する類型の事業であるから、財貨移転行為が給付行為の対価として行われない
場合、すなわち給付行為の内容とは無関係に任意でなされる場合には、特掲事業の
定型的な特徴を欠き、収益事業に該当しないというべきである。そして、人の葬儀
における読経行為など、宗教行為の典型例とされているものにおいては、通常、か
かる意味での任意性が存在すると考えられていることは公知の事実である。
　⑤当事者が当該行為に対して何らかの宗教的意義を感じさえすれば、直ちに当該
行為の収益事業該当性が否定されるものではなく、また、当該行為が宗教的な外形
を呈していることや、主宰者が宗教家ないし宗教法人であることによっても、上記
該当性が否定されるべきではない。収益事業該当性の有無は、当該事業の展開の手
法、収受される財貨の額が定まるに至る経緯、その額と給付行為の内容との対応関
係、例外の許容性などの具体的諸事情を総合的に考慮し、一般事業者が行う類似事
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業と比較しつつ、社会通念に従って、果たしてその財貨移転が任意になされる性質
のものか、それとも一定の給付行為の内容に応じた債務の履行としてなされるもの
かを判断して決せられるべきものである。そして、このことは、ペット葬祭業だけ
に妥当するものではなく、針供養や人形供養、おみくじ等の頒布などの宗教的行為
にも当てはまるというべきである。
　⑥Ｘが行うペットの合同葬、一任葬及び立会葬は、いずれも、Ｘがペットの葬儀
を執り行い、ペットの死体を焼却することを約し、他方、ペット供養希望者が「料
金表」ないし「供養料」の表題が付された金額表に記載された金員を交付すること
を約しているのであるから、死体の焼却については請負契約、それ以外については
準委任契約の成立要件を充足する。
　⑦Ｘのペット葬祭業は、「料金表」ないし「供養料」の表題の下に、葬儀内容と
動物の重さの組み合わせに応じた確定金額からなる表を定め、ホームページにも同
様の表を明示的に掲載していることなどに照らせば、Ｘのペット葬祭業において
は、依頼者は、Ｘがその支払う金員に対応する葬祭行為をするものと期待し、Ｘ
も、その提供する葬祭行為に対応する金員が支払われるものと期待しているという
べきであるから、依頼者の支払う金員が任意のものであるとは到底解されず、両者
の間に対価関係を肯認するのが相当である。
　⑧Ｘは、火葬したペットの遺骨を、利用者の依頼に応じて、設置している納骨堂
内の納骨箱において保管し、その使用許可料及び管理費の支払を受け、使用期限が
到来した際は、更新料の支払がなされればそのまま保管を継続するが、そうでない
場合は、合同墓へ改葬するとしているのであるから、倉庫寄託契約の成立要件を満
たすと解され、また、個別墓地についても、その利用者の依頼に応じて墓地を管理
し、利用者から一定額の管理費の支払いを受け、使用期間が経過すれば、納骨堂の
使用とほぼ同じ取扱いをするというのであるから、報酬支払特約付きの事務委託契
約の成立要件を満たすというべきである。
　⑨法人税法施行令５条１項１号（収益事業の範囲）の「物品販売業」とは、動産
である物品を有償かつ継続して販売することを意味すると解されるところ、Ｘは、
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ペット葬祭業に関連して、塔婆、骨壺等を交付し、これに対して、あらかじめ定め
られた一定額の金員を受領しているのであるから、これらの行為は、物品を有償か
つ継続して販売しているものに該当する。
　⑩Ｘは、ペット葬祭を依頼した者の希望によって、ペットの死体の引取りを行
い、これに対して、あらかじめ定められた金員の支払を受けているところ、この行
為は、ペットの葬儀を執り行うに先立って、その準備行為として行われることが明
らかであるので、請負業に付随する事業活動に該当すると解される。
　⑪Ｘは、ペットの合同供養については、志以外の金員を受け取っていないもの
の、遺骨を納めた飼い主からの依頼に基づいて、初七日法要や七七日法要を行う際
には、あらかじめ定められた金員を受領しているところ、このような行為は、請負
業に該当すると解される。
　以上の理由から、Ｘのペット葬祭業は、法人税法施行令５条１項１号、９号及び
10号に規定する事業に該当し、法人税法２条13号の収益事業に当たると解するのが
相当である。Ｘの請求を棄却する。
（２）最高裁の判断（上告棄却・確定）
　法人税法が、公益法人等の所得のうち収益事業から生じた所得について、同種の
事業を行うその他の内国法人との競争条件の平等を図り、課税の公平を確保するな
どの観点からこれを課税の対象としていることにかんがみれば、宗教法人の行う上
記のような形態を有する事業が法人税法施行令５条１項10号の請負業等に該当する
か否かについては、事業に伴う財貨の移転が役務等の対価の支払として行われる性
質のものか、それとも役務等の対価でなく喜捨等の性格を有するものか、また、当
該事業が宗教法人以外の法人の一般的に行う事業と競合するものか否か等の観点を
踏まえた上で、当該事業の目的、内容、態様等の諸事情を社会通念に照らして総合
的に検討して判断するのが相当である。
　事実関係によれば、本件ペット葬祭業においては、上告人の提供する役務等に対
して料金表等により一定の金額が定められ、依頼者がその金額を支払っているもの
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とみられる。したがって、これらに伴う金員の移転は、上告人の提供する役務等の
対価の支払として行われる性質のものとみるのが相当であり、依頼者において宗教
法人が行う葬儀等について宗教行為としての意味を感じて金員の支払をしていたと
しても、いわゆる喜捨等の性格を有するものということはできない。また、本件
ペット葬祭業は、その目的、内容、料金の定め方、周知方法等の諸点において、宗
教法人以外の法人が一般的に行う同種の事業と基本的に異なるものではなく、これ
らの事業と競合するものといわざるを得ない。前記のとおり、本件ペット葬祭業が
請負業等の形態を有するものと認められることに加えて、上記のような事情を踏ま
えれば、宗教法人である上告人が、依頼者の要望に応じてペットの供養をするため
に、宗教上の儀式の形式により葬祭を執り行っていることを考慮しても、本件ペッ
ト葬祭業は、法人税法施行令５条１項１号、９号及び10号に規定する事業に該当
し、法人税法２条13号の収益事業に当たると解するのが相当である。
＊ 本稿は、2014 年６月14日に白鷗大学で開催された第32回宗教法制研究会・第68回宗教
法学会（2014年度春季学会）での報告「判例研究：宗教法人のペット葬祭施設は非課
税の宗教施設か、ペット葬祭は宗教活動か」をまとめたものである。
 （本学法学部教授）
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